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１－１ 計画策定の背景と目的 
 

本市においては、旧宝飯郡４町との合併後に新たな住まい・まちづくりを総合的に進めていく

ために、平成２４年３月に、計画期間を平成２４年度から令和３年度とする「豊川市住宅マスタープ

ラン（豊川市住生活基本計画）」（以下、前計画という。）を策定し、平成２９年３月に改訂、その後、

新型コロナウイルス感染症の拡大による新たな生活様式や働き方の変化等を踏まえ、国や県が見

直しを行った計画の動向を本市の計画に反映させるため、計画期間を２年延長しています。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響以外の社会環境の変化としては、南海トラフ地震の発生

率の引き上げや気候変動の影響による自然災害の頻発・激甚化による災害リスクの高まり、少子・

高齢化の進行、２０５０年カーボンニュートラルの実現や SDGｓの目標達成に向けた取り組みの重

要性などがあげられ、本市においても住生活を取り巻く環境が大きく変化してきています。 

このような背景を踏まえ、本市においても、近年の社会環境の変化に対応した新たな住生活の

指針となる「豊川市住宅マスタープラン（豊川市住生活基本計画）」(以下、本計画という。)を策定

しました。 

本計画は、これまでの取組の検証を行うとともに、国・県の動向、近年の社会環境の変化、関連

計画との整合、住民意向等を踏まえ、本市の将来の住生活のあり方や今後の住生活に関する施策

の展開方向などを示しています。 

 

 

１－２ 前計画の振り返りと現状 
 

本計画を策定するにあたり、前計画の評価及び市民等の住まいや住環境に対する意見等の現

状を把握するためにアンケート調査を実施しました。この結果を踏まえ、前計画の基本理念等を踏

襲しつつ、国・県の計画内容を反映し、本計画を策定するものです。 

 

（１） 前計画の施策・目標指標の評価 

前計画では、以下の４つの基本目標を掲げ、それらに関連する施策を展開してきました。 

計画による効果等の検証としまして、基本目標につきましては、それぞれに目標指標(目標値)

を定め、その達成状況を確認し、施策の実施状況等につきましては、関係部署において進捗状況

等の評価を実施した結果、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により達成できなかったも

のも一部にありましたが、大半の項目で達成できたことが確認できました。 

 

 

 

豊川市住宅マスタープラン（豊川市住生活基本計画） 

【概要版】 

１ 計画策定にあたって 
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【前計画の基本目標と施策の達成状況】 

 

基本目標１ 誰もが安心して暮らせる住まい・まちづくり 

【目標達成指標２項目/全４項目】【完了または計画どおりの進捗施策数１８／全２４施策】 

 

基本目標２ ライフステージに応じた暮らしができる住まい・まち 

【目標達成指標１項目/全３項目】【完了または計画どおりの進捗施策数１７／全２０施策】 

 

基本目標３ 環境と共生し快適に暮らし続けられる住まい・まち 

【目標達成指標２項目/全２項目※】【完了または計画どおりの進捗施策数２３／全２７施策】 

※当初は全３項目でしたが、採用していた指標が計画年度途中で変更されたため１項目は参考値となりました。 

 

基本目標４ 地域特性を生かし受け継がれる住まい・まち 

【目標達成指標２項目/全２項目】【完了または計画どおりの進捗施策数１７／全１７施策】 

 

（２） 住まいや暮らしに関する市民アンケート調査結果 

市民アンケート調査においては、主に以下のような意見がありました。 

 

◆住宅に関しては「駐車場の確保」、「日当たり・風通し」、「敷地の広さ」の評価が高く、「バリア

フリー対策」や「断熱性能・省エネ性能」の評価が低い 

◆周辺環境に関しては、「買い物、自転車利用、通勤・通学の便利さ」の評価が高く、「公共交通

の便利さ」や「歩道の安全性」の評価が低い 

◆本市のまちの魅力は、「のんびり生活しやすい」の回答率が高い 

◆今後の居住意向は、「このまま住み続けたい」の回答率が高い 

◆住まい方に影響する大きな変化があった場合の「理想の住まい方」は、「現在の住まい方の

まま変わらない」の回答率が高く、「理想の住環境」は、「移動や買い物に便利な駅近やまち

なか」への転居ニーズが高い 

◆今後、重要な住宅施策としては、「在宅医療・介護」、「防災・防犯・防疫」、「子育て世帯の支

援」、「空き家」に関する施策の回答率が高い 
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１－３ 計画の位置づけ 
 

本計画は、住宅政策を総合的に進める上で

の最上位計画として、行政内部はもとより、

民間事業者や住民等に対して、住生活の政策

の将来目標とその実現方法を示す計画です。 

本計画の策定にあたっては、「住生活基本

法」や「住生活基本計画（全国計画）」、愛知県

の「愛知県住生活基本計画２０３０」を踏まえ

るとともに、市の最上位計画である「第６次豊

川市総合計画」や関連計画との整合・連携を

図ります。 

 

 

１－４ 計画期間、対象区域 
 

本計画の計画期間は令和６年度からの１０年間（令和６年度～令和１５年度）とします。 

ただし、社会状況の変化や国や県の各種施策の動向を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを

行います。 

対象区域は市内全域とします。 

 

 

  
 

課題 １  南海トラフ地震の発生や頻発・激甚化が懸念される自然災害への対応 

課題 ２ 防犯対策の充実 

課題 ３ 良質な住宅ストックの形成と適正管理 

課題 ４ 定住促進等に資する住宅地の供給 

課題 ５ 少子・高齢化などへの対応等 

課題 ６ 新たな生活様式への対応等 

課題 ７ 住みやすい良好な住環境づくり 

課題 ８ 住宅のセーフティネット機能の確保 

課題 ９ 地域コミュニティの活性化等への対応 

課題１０ 地域特性を活かした持続可能なまちづくり 

課題１１ 地域産業の活性化 

２ 住生活に関する主な課題 

第６次豊川市総合計画 

（第２期豊川市まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

整合 

【関連計画】 
都市計画、防災、福祉、

環境などの関連計画 

【主な住宅関連計画】 

○豊川市マンション管理

適正化推進計画 

○豊川市営住宅等長寿命

化計画 

○豊川市空家等対策計画 

○豊川市建築物耐震改修

促進計画 

国
・
県
の
住
生
活
基
本
計
画 

 

豊川市 

住宅マスター 

プラン 

（豊川市住生活

基本計画） 

連携 

整合 

動向等

を考慮 整合 
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３－１ 基本理念 
 

本計画においては、上位関連計画のまちの未来像、都市将来像、前計画の基本理念を踏まえる

とともに、市民意向、近年の社会環境への変化等を踏まえ、基本理念を以下のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 基本目標・基本方針及び施策の展開 
 

基本目標１ 誰もが安全・安心に暮らし続けることができる住まい・まちづくり         

 

 

     

     

災害リスクの高まりを踏まえ、災害に強い住まい・住環境づくりを強化するとともに、防犯面の充

実を図り、「誰もが安全・安心に生活できる住まい・まち」をめざします。 

地球温暖化を防止していくための住宅の省エネ化や、長く住み続けることのできる良質な住宅ス

トックの形成、定住促進等のための良好な住宅地の供給などを推進し、「暮らし続けることのできる

まち」をめざします。 

基本方針  施策 目標指標 

基本方針１-１ 

災害に強い住まい・住環境の形成 

施策１-１-１ 住宅の耐震化の促進 
「地震などに対す

る防災対策」につ

いての市民満足度 

 

「防犯対策」につい

ての市民満足度 

 

民間建築物の耐震

化率 

施策１-１-２ 防災対策の推進 

施策１-１-３ 防災意識の向上 

基本方針１-２  

防犯対策の推進 
施策１-２-１ 防犯意識の向上 

基本方針１-３ 

環境にやさしい良質な住宅ストックの

形成・適正管理 

施策１-３-１ 環境にやさしい住宅の普及促進 

施策１-３-２ 良質な住宅ストックの形成・適正管理 

施策１-３-３ 空家等対策の推進 

基本方針１-４  

良好な住宅地の形成 
施策１-４-１ 規制緩和による住宅地整備等の推進 

  

３ 基本理念・基本目標・基本方針 

本計画 基本理念  

 

次代へつなぐ 安全・安心・快適に暮らせるまち 

～ みんなで築く 住みたい住み続けたいまち とよかわ ～ 

課題１～４への対応 
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基本目標２ 誰もが心豊かで住みよいと感じる住環境の形成                         

    

        

地域において子育てがしやすく、お年寄りなどが自立して生活できる住環境や、新たなライフスタ

イルやライフステージなどにおいて多様な住まい方が選択できる住環境の形成をめざします。 

また、緑豊かでうるおいある住環境や住宅に困窮した場合などにも社会保障が確立されている環

境づくりを進め、「誰もが心豊かで住みよいと感じる住環境の形成」をめざします。 

基本方針  施策 目標指標 

基本方針２-１ 

子育て世帯や高齢者等が暮らしやす

い住環境の形成 

施策２-１-１   子育て支援の充実 

「子どもを生み、育

てる環境」につい

ての市民満足度 

 

６０歳以上の「豊川

市の住みよさ」に

ついての市民評価 

 

「障害者福祉」につ

いての市民満足度 

施策２-１-２   高齢者や障害者に対する支援の充実 

施策２-１-３ 外国人に対する支援の充実 

施策２-１-４ 人にやさしいまちづくり 

基本方針２-２ 

新たなライフスタイル等にも対応した

住みやすい良好な住環境の形成 

施策２-２-１ 
多様な住まい方を選択できる住環境

の整備 

施策２-２-２ うるおいある良好な住環境の形成 

基本方針２-３ 

住宅セーフティネットが確保された

まちづくり 

施策２-３-１ 
市営住宅等によるセーフティネット

の確保 

施策２-３-２ 
民間事業者と連携したセーフティネ

ット機能の拡充 

施策２-３-３ 
住宅困窮者の入居先確保のための支

援 

基本方針２-４ 

地域を支えるコミュニティの活性化 

施策２-４-１ 町内会への支援 

施策２-４-２ 
ボランティア・市民活動の活性化に対

する支援 

 

基本目標３ 地域の魅力を活かした持続可能なまちづくり                     

   

 

   

     

本市の豊かな自然や歴史・文化的資源等を活かし、居住地としての魅力を向上させていくととも

に、まちのコンパクト化や脱炭素化、地域産業の育成等を推進し、「地域の魅力を活かした持続可能

なまち」をめざします。 

基本方針  施策 目標指標 

基本方針３-１ 

自然・歴史・文化的資源やポテンシャ

ルを活かした魅力あるまちづくり 

施策３-１-１ 
自然・歴史・文化的資源を活かした個

性あるまちづくりの検討 
「地球環境の保全」

についての市民満

足度 

 

市域からの温室効

果ガス排出量 

 

都市機能誘導区域

の人口割合 

施策３-１-２ シティセールスの強化 

基本方針３-２ 

コンパクトで環境にやさしいまちづく

り 

施策３-２-１ 
都市機能の集積及びまちなかへの居

住の誘導の促進 

施策３-２-２ 公共交通が充実したまちづくり 

施策３-２-３ 脱炭素のまちづくり 

基本方針３-３ 

地元住宅産業の育成 
施策３-３-１ 地元住宅産業への支援 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★基本理念の実現に向け、総合的な目標指標を設けています。 

指  標 根  拠 現状値 目標値 

「豊川市の住みよさ」につい

ての市民評価 

市民意識調査「豊川市の住みよさ」につ

いて「住みよい」「どちらかといえば住

みやすい」と回答した割合 

９０．５％ 

（R５年値） 

現状値以上 

（R１５年値） 

  

課題５～９への対応 

課題１０，１１への対応 
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市民の誰もが、安全・安心して暮らすことができる住まい・まちづくりを実現するため、 施策の

展開のなかで、特に力を入れて取り組む必要がある、以下の４つを重点施策として位置づけます。 

 

重点施策１ 防災対策の推進                                         

◆市民が、それぞれの住まいの状況に応じ、住宅の耐震化等に取り組んでいくことができるよう、き

め細やかな支援を行います。 

◆災害に強い住環境を形成していくため、地震や風水害などの災害発生時に住民の避難路となる

道路の安全性の確保、救命活動や物資供給等を円滑に行えるよう緊急輸送路の指定等を検討し、

防災対策を推進します。 

◆災害に対する備えの重要性を市民等へ周知し、防災意識を向上させていくため、地域と連携し、

自分の住む場所の災害の危険性、災害発生時等に取るべき行動等の知識の普及・啓発等に取り組

みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震シェルターイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「施策１-１-１ 住宅の耐震化の促進」の既存住宅の耐震化への支援における取組例 

  

４ 重点施策 

 

 
 

災害に強い住まい・ 

住環境の形成 

防災意識の向上 

◆防災に関する普及・啓発 

◆防災士等の人材育成に対

する支援 

 

住宅の耐震化の促進 

◆既存住宅の耐震化への支

援 

◆家具転倒防止、窓ガラス飛

散防止等に対する支援 

防災対策の推進 

◆危険なブロック塀等の撤

去・改修等に対する支援 

◆緊急輸送路の整理・整備 

◆無電柱化事業の推進 

施策１-１-１ 施策１-１-３ 

施策１-１-２ 
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子育て世帯や 

高齢者等が 

暮らしやすい 

住環境の形成 

高齢者や障害者に対する支援の充実 

◆高齢者の自立支援 

◆高齢者の生活支援 

◆障害者に対する支援 

◆在宅医療・介護に対する支援 

◆高齢者や障害者の住まいに対する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア（地域包括ケアシステム）は、高齢者が
できるかぎり住み慣れた地域や家庭で自分らしい
暮らしを続けることができるように、市と地域の医
療、介護、福祉などが連携して、必要とされるサー
ビスを一体となって切れ目なく提供していく取組 

 
地域包括ケア 

システム 

重点施策２ 子育て世帯や高齢者等への支援                                     

◆子育て支援センターや児童館、放課後児童クラブにおける活動の充実や保育サービスの充実等、

子育て支援を充実します。 

◆高齢者の自立や生活に対する支援、障害福祉サービスの充実、在宅医療や介護、住まいに対する

支援等、高齢者や障害者に対する支援を充実するとともに、地域の医療・介護・福祉などと連携し、

必要となるサービスを切れ目なく提供する取組（地域包括ケアシステム）を推進します。 

◆転入してきた外国人に対し、多言語版オリエンテーションセットの配布や日本語教室の開催、相談

窓口の設置、情報発信等を行い、生活支援を充実します。 

◆高齢者、障害者、外国人、子育て世帯等の住宅に困窮する世帯に対する住宅支援を確実に行って

いくため、需要に対する市営住宅の適正供給や適正管理を推進するとともに、既存市営住宅の弾

力的な活用を進めていくため、民間事業者のノウハウの導入や民間ストックの活用等を検討して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策３ 空家等対策の推進                                         

◆空家等の現状を把握していくため、定期的な調査を実施し、その実態にあった空家等対策を推進

していくことができるよう、必要性に応じ空家等に関する施策を見直します。 

◆市民等からの空家等に関する相談への対応、出前講座の開催、チラシ配布等による啓発を実施し、

空家発生の抑制策を強化します。 

◆空家バンクの利用促進等を進め、民間、他の施策等と連携した空家や跡地の有効活用を促進しま

す。 

◆環境・防災・衛生・景観等の地域住民の良好な住環境を保全していくため、倒壊等の危険性のある

空家の除去に対する支援を行います。  

医療 

子育て支援の充実 

◆子育て支援センター、児童館、

放課後児童クラブにおける活

動の充実 

◆保育サービスの充実 

外国人に対する支援の充実 
◆外国人の生活支援 

市営住宅等による 

セーフティネットの確保 
◆県営住宅・民間事業者と連携を

踏まえた需要に対する市営住

宅適正供給 

◆市営住宅の長寿命化・適正管理 

◆入居要件の緩和等による少人

数向け住宅の確保策の検討 

生活 

支援 

介護 

予防 
住まい

介護 

施策２-１-１ 

施策２-１-３ 

施策２-１-２ 

施策２-３-１ 

施策１-３-３ 
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重点施策４ 住宅の省エネ化の促進                                         

◆市民が、それぞれの住まいの状況に応じ、住宅の省エネ化や太陽光発電設備等の導入に取り組ん

でいくことができるよう、きめ細やかな支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本計画で掲げた目標を実現するため、基本方針等に基づき、防災、防犯、子育て支援、高齢者・障

害者福祉、環境エネルギーなど住生活の各分野にわたる様々な施策や事業を総合的に取り組むこ

とが重要であり、これらを担う各関連部署、各関係機関との密接な連携を図ります。 

〈推進体制イメージ〉 

 

 

 

 

 

５ 計画の推進の考え方 

ZEH 等の環境にやさしい住宅の普及・啓発 

◆再生可能エネルギー活用推進事業 

⇒ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS※１）設

置費補助 

⇒住宅用燃料電池システム※２の設置費補助 

⇒住宅用リチウムイオン蓄電池システム※３設置費補助 

⇒太陽熱利用システム※４設置費補助 

⇒住宅用地球温暖化対策設備一体的導入（太陽光発電システム※５＋HEMS+蓄電池等）設置費補助 

⇒【ZEH※６】住宅用地球温暖化対策設備一体的導入（太陽光発電システム＋HEMS＋高性能外皮等※７）設

置費補助 

※１：家庭での電力使用量等を自動で実測し、エネルギーの「見える化」を図るとともに、機器の電力使用量などを調整する制御機能を有

するもの 

※２：燃料電池ユニット及び貯湯ユニット等から構成され、都市ガス、LP ガス等から燃料となる水素を取り出して空気中の酸素と反応さ
せて発電し、発電時の排熱を給湯等に利用できるもの 

※３：リチウムイオン蓄電池部（リチウムイオンの酸化及び還元で電気的にエネルギーを供給する蓄電池をいう。）及びインバータ等の電力

変換装置を備え、再生可能エネルギーにより発電した電力又は夜間電力を繰り返し蓄え、停電時や電力需要ピーク時等に、必要に
応じて電気を活用することができるもの 

※４：太陽エネルギーを熱エネルギーに変換して、水などの熱媒体を加熱する集熱器とその熱媒体を貯める貯湯部または蓄熱槽で構成

されるシステムで、集熱器と貯湯部の間を自然循環作用によって熱輸送を行い、給湯に利用するもの（自然循環型）又は集熱器と蓄
熱槽の間を強制循環によって熱輸送を行い、給湯、暖房等に利用するもの、若しくは集熱器で暖められた空気を集熱ファンにより

強制的に室内に送風し、暖房等に利用するもの（強制循環型） 

※５：太陽電池を利用して電気を発生させるための設備及びこれに付属する設備であって、設置された住宅において電気が消費され、
連系された低圧配電線に余剰の電力が逆流されるもの 

※６：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）。外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導入により、室

内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー
消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅 

※７：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスに必要な高断熱外皮、空調設備、給湯設備（家庭用燃料電池システムを除く）及び換気設備をいう 

音羽庁舎に設置した太陽光発電システムと蓄電池 

連携・協力 

市民・地域・市民活動団体 
（町内会、ボランティア、ＮＰＯ法人 

など） 

民間事業者 
（建築関係事業者、不動産事業者、 

福祉事業者など） 

関係団体 
（建築士協会、建設業協会、宅地建物

取引業協会、社会福祉協議会など） 
豊 川 市 

「施策１-３-１ 環境にやさしい住宅の普及促進」の一部 

発行：令和６年 3 月 豊川市 建設部 建築課 
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